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2018-2021年度

回帰直線

物理学的半減期

2022年度

実効半減期 3.4年
(2.2 - 7.9年)

予測値-変動ファクター

予測値+変動ファクター

※()内は実効半減期の95％信頼区間

発電所周辺モニタリングにおける大気中セシウム-137
濃度評価手法の検討

（放射線計測部門）

福島県 〇前川 暁洋、橋本 晃佑

福島県がモニタリング事業で測定した福島第一原子力発電所周辺の大気中セシウム-137を対象
として、事故の影響を考慮した客観的なモニタリング結果の評価手法を検討した。JAEAの手法
を参考にして解析した結果、23地点中19地点の大気中セシウム-137濃度は半減期よりも速く減
少していた。回帰直線と実測値の相対誤差から求めた標準誤差の２倍を変動ファクターとした
とき、2022年度モニタリング結果276個のうち、変動ファクターの超過は23個(９％)であった。

福島第一原子力発電所事故後、モニタ
リング結果の客観的な評価基準となる
「平常の変動幅」が設定できていない
→既報[1]を参考に試行的な評価を
行い、評価基準として適当か検討

機関のロゴ

背景・目的 方法

結果

福島県の大気中セシウム-137モニタ
リング地点のうち、2018-2021年度
のND数が50％未満の23地点を解析

①セシウム-137濃度の月間値を自然
対数変換

②線形回帰分析
③回帰直線の傾きから実効半減期
を算出

④変動ファクターを算出し、2022年
度のモニタリング結果のうち、
「回帰直線による予測値＋変動
ファクター」を超過した数を調査

予測値

x：事故からの経過年数
y：セシウム-137濃度自然対数値
n：サンプル数
P：回帰関数から得られた予測値

変動ファクター(2𝜎) = 2 ×
σ𝑖=0
𝑛 (𝑦𝑖 − 𝑃𝑖)

2

𝑛 − 1
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事故からの経過年数

1 南相馬市橲原

実効半減期 2.7年
(1.8 - 5.7年)
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2 飯舘村伊丹沢

実効半減期 2.5年
(1.7 - 4.9年)
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3 南相馬市大木戸

実効半減期 3.5年
(2.0 - 13年)
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4 南相馬市萱浜

実効半減期 4.6年
(2.5 - 33年)
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5 南相馬市馬場

実効半減期 3.1年
(1.6 - 33年)
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事故からの経過年数

6 南相馬市横川ダム

実効半減期 -110年
(<-5.7年, 6.3年<)
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7 浪江町南津島

実効半減期 -19年
(<-4.5年, 8.5年<)
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8 南相馬市泉沢

実効半減期 17年
(<-6.1年, 3.6年<)

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

6 7 8 9 10 11 12 13

大
気
中
セ
シ
ウ
ム

-1
3

7
濃
度

自
然
対
数
値

(m
B

q
/m

3
)

事故からの経過年数

9 浪江町大柿ダム

実効半減期 -3900年
(<-5.2年, 5.2年<)
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10 浪江町幾世橋

実効半減期 5.2年
(3.0 - 17.6年)
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11 浪江町浪江

実効半減期 2.9年
(1.7 - 8.2年)
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12 葛尾村夏湯

実効半減期 6.4年
(3.3 - 100年)
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14 双葉町新山

実効半減期 2.0年
(1.5 - 2.8年)
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15 双葉町郡山

実効半減期 1.2年
(0.9 - 1.8年)
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17 大熊町夫沢

実効半減期 -8.5年
(<-2.3年, 5.1年<)

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

6 7 8 9 10 11 12 13

大
気
中
セ
シ
ウ
ム

-1
3

7
濃
度

自
然
対
数
値

(m
B

q
/m

3
)

事故からの経過年数

18 大熊町南台

実効半減期 2.8年
(1.9 - 5.2年)
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19 大熊町向畑

実効半減期 3.1年
(1.7 - 19年)
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20 富岡町夜の森

実効半減期 2.0年
(1.4 - 3.5年)
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22 川内村上川内

実効半減期 3.3年
(2.0 - 9.3年)
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23 楢葉町繁岡

実効半減期 3.6年
(<-20.5年, 1.7年<)
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※図は航空機モニタリング (2020年10月29日時点) 、無人ヘリモニタリング (2020年10月6日時点) 

によるセシウム-137沈着量のデータ[2]を用いて作成
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13 双葉町上羽鳥

実効半減期 2.5年
(1.7 - 5.0年)
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16 双葉町山田

実効半減期 3.4年
(2.2 - 7.9年)

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

6 7 8 9 10 11 12 13

大
気
中
セ
シ
ウ
ム

-1
3

7
濃
度

自
然
対
数
値

(m
B

q
/m

3
)
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21 富岡町富岡

実効半減期 28年
(<-6.7年, 4.5年<)
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考察

超過数23/276(９％)
・実効半減期が異なる理由
・季節変動(夏↑冬↓)の理由
を把握することが望ましい

地点名 実効半減期(年) 超過数 地点名 実効半減期(年) 超過数

1  南相馬市橲原 2.7 0 13 双葉町上羽鳥 2.5 2

2  飯舘村伊丹沢 2.5 1 14 双葉町新山 2.0 0

3  南相馬市大木戸 3.5 0 15 双葉町郡山 1.2 1

4  南相馬市萱浜 4.6 0 16 双葉町山田 3.4 2

5  南相馬市馬場 3.1 0 17 大熊町夫沢 -8.5 0

6  南相馬市横川ダム -110 1 18 大熊町南台 2.8 3

7  浪江町南津島 -19 1 19 大熊町向畑 3.1 0

8  南相馬市泉沢 17 0 20 富岡町夜の森 2.0 0

9  浪江町大柿ダム -3900 0 21 富岡町富岡 28 1

10 浪江町幾世橋 5.2 2 22 川内村上川内 3.3 3

11 浪江町浪江 2.9 2 23 楢葉町繁岡 3.6 4

12 葛尾村夏湯 6.4 1

セシウム-137沈着量(kBq/m2)


